
令和4年度

社会福祉法人 安平町社会福祉協議会

計 算 書 類

１．法人全体

(1)法人単位資金収支計算書（第1号第1様式） 23

(2)法人単位事業活動計算書（第2号第1様式） 24

(3)法人単位貸借対照表（第3号第1様式） 25

(4)社会福祉事業区分資金収支内訳表（第1号第3様式） 26

(5)社会福祉事業区分事業活動内訳表（第2号第3様式） 27

(6)社会福祉事業区分貸借対照表内訳表（第3号第3様式） 28

(7)計算書類に対する注記（法人全体） 29

２．法人本部拠点区分

(1)法人本部拠点区分資金収支計算書（第1号第4様式） 30

(2)法人本部拠点区分事業活動計算書（第2号第4様式） 32

(3)法人本部拠点区分貸借対照表（第3号第4様式） 34

(4)計算書類に対する注記（法人本部拠点区分） 35

３．ホームヘルパーセンター拠点区分

(1)ホームヘルパーセンター拠点区分資金収支計算書（第1号第4様式） 36

(2)ホームヘルパーセンター拠点区分事業活動計算書（第2号第4様式） 38

(3)ホームヘルパーセンター拠点区分貸借対照表（第3号第4様式） 40

(4)計算書類に対する注記（ホームヘルパーセンター拠点区分） 41

４．追分ホームヘルパーセンター拠点区分

(1)追分ホームヘルパーセンター拠点区分資金収支計算書（第1号第4様式） 42

(2)追分ホームヘルパーセンター拠点区分事業活動計算書（第2号第4様式） 44

(3)追分ホームヘルパーセンター拠点区分貸借対照表（第3号第4様式） 46

(4)計算書類に対する注記（追分ホームヘルパーセンター拠点区分） 47

※第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式は事業区分が社会福祉事業のみのため省略
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第1号第1様式

F
A
L
S
E

 令和4年度 　法人単位資金収支計算書
 　　(自)令和4年4月1日　(至)令和5年3月31日

（単位 円）

大 中 小

会費収入 2,200,000 2,175,450 24,550

寄附金収入 1,100,000 1,207,435 △ 107,435

経常経費補助金収入 27,035,000 27,162,302 △ 127,302

受託金収入 14,731,000 15,360,892 △ 629,892

貸付事業等収入 1,000,000 164,000 836,000

事業収入 982,000 810,590 171,410

介護保険事業収入 45,220,000 45,610,800 △ 390,800

障害福祉サービス等事業収入 2,845,000 2,513,790 331,210

受取利息配当金収入 3,000 753 2,247

その他の収入 15,000 42,320 △ 27,320

事業活動収入計(1) 95,131,000 95,048,332 82,668

人件費支出 79,296,000 78,209,602 1,086,398

事業費支出 6,919,000 6,708,651 210,349

事務費支出 8,594,000 8,096,518 497,482

利用者負担軽減額 0 299,974 △ 299,974

貸付事業支出 1,000,000 258,000 742,000

交付金支出 982,000 916,450 65,550

助成金支出 1,736,000 1,681,391 54,609

負担金支出 179,000 178,000 1,000

事業活動支出計(2) 98,706,000 96,348,586 2,357,414

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) △ 3,575,000 △ 1,300,254 △ 2,274,746

固定資産売却収入 0 0 0

施設整備等収入計(4) 0 0 0

固定資産取得支出 110,000 109,780 220

施設整備等支出計(5) 110,000 109,780 220

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) △ 110,000 △ 109,780 △ 220

基金積立資産取崩収入 1,103,000 1,019,795 83,205

積立資産取崩収入 3,730,000 3,450,000 280,000

その他活動収入計(7) 4,833,000 4,469,795 363,205

基金積立資産積立支出 1,102,000 1,208,147 △ 106,147

その他活動による支出 381,000 380,280 720

その他の活動支出計(8) 1,483,000 1,588,427 △ 105,427

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 3,350,000 2,881,368 468,632

予備費(10) 933,000 0 933,000

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 1,268,000 1,471,334 △ 2,739,334

前期末支払資金残高(12) 16,700,000 16,106,947 593,053

当期末支払資金残高(11)+(12) 15,432,000 17,578,281 △ 2,146,281
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第1号第3様式

F
A
L
S
E

令和4年度 　社会福祉事業区分　資金収支内訳表
 　　(自)令和4年4月1日　(至)令和5年3月31日

（単位 円）

大 中 小

会費収入 2,175,450 0 0 2,175,450 0 2,175,450

寄附金収入 1,207,435 0 0 1,207,435 0 1,207,435

経常経費補助金収入 26,081,434 510,244 570,624 27,162,302 0 27,162,302

受託金収入 8,947,867 0 6,413,025 15,360,892 0 15,360,892

貸付事業等収入 164,000 0 0 164,000 0 164,000

事業収入 755,700 23,000 31,890 810,590 0 810,590

介護保険事業収入 0 28,175,570 17,435,230 45,610,800 0 45,610,800

障害福祉サービス等事業収入 0 313,690 2,200,100 2,513,790 0 2,513,790

受取利息配当金収入 742 11 0 753 0 753

その他の収入 28,420 1,650 12,250 42,320 0 42,320

事業活動収入計(1) 39,361,048 29,024,165 26,663,119 95,048,332 0 95,048,332

人件費支出 30,534,691 23,047,190 24,627,721 78,209,602 0 78,209,602

事業費支出 6,435,001 166,265 107,385 6,708,651 0 6,708,651

事務費支出 1,992,726 2,844,128 3,259,664 8,096,518 0 8,096,518

利用者負担軽減額 0 147,771 152,203 299,974 0 299,974

貸付事業支出 258,000 0 0 258,000 0 258,000

交付金支出 916,450 0 0 916,450 0 916,450

助成金支出 1,681,391 0 0 1,681,391 0 1,681,391

負担金支出 178,000 0 0 178,000 0 178,000

事業活動支出計(2) 41,996,259 26,205,354 28,146,973 96,348,586 0 96,348,586

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) △ 2,635,211 2,818,811 △ 1,483,854 △ 1,300,254 0 △ 1,300,254

固定資産売却収入 0 0 0 0 0 0

施設整備等収入計(4) 0 0 0 0 0 0

固定資産取得支出 109,780 0 0 109,780 0 109,780

施設整備等支出計(5) 109,780 0 0 109,780 0 109,780

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) △ 109,780 0 0 △ 109,780 0 △ 109,780

基金積立資産取崩収入 1,019,795 0 0 1,019,795 0 1,019,795

積立資産取崩収入 3,450,000 0 0 3,450,000 0 3,450,000

拠点区分間繰入金収入 0 0 2,000,000 2,000,000 △ 2,000,000 0

その他活動収入計(7) 4,469,795 0 2,000,000 6,469,795 △ 2,000,000 4,469,795

基金積立資産積立支出 1,208,147 0 0 1,208,147 0 1,208,147

拠点区分間繰入金支出 0 2,000,000 0 2,000,000 △ 2,000,000 0

その他活動による支出 380,280 0 0 380,280 0 380,280

その他の活動支出計(8) 1,588,427 2,000,000 0 3,588,427 △ 2,000,000 1,588,427

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 2,881,368 △ 2,000,000 2,000,000 2,881,368 0 2,881,368

予備費(10) 0 0 0 0 0 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 136,377 818,811 516,146 1,471,334 0 1,471,334

0

前期末支払資金残高(12) 2,391,042 6,907,611 6,808,294 16,106,947 0 16,106,947

当期末支払資金残高(11)+(12) 2,527,419 7,726,422 7,324,440 17,578,281 0 17,578,281

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

法人本部
拠点

ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ
ｾﾝﾀｰ拠点

合計
内部取引

消去
事業区分

合計
追分ﾎｰﾑﾍﾙ

ﾊﾟｰｾﾝﾀｰ拠点

勘定科目

事
　
業
　
活
 

動
 

に
 
よ
 
る
 

収
 

支

収
入

支
出

- 25 -







計算書類に対する注記（法人全体）

１．継続事業の前提に関する注記
該当なし

２．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産　　該当なし

（３）引当金の計上基準
・退職給付引当金・・・北海道民間社会福祉事業職員共済会退職年金規程に定められた額。

３．重要な会計方針の変更
該当なし

４．法人で採用する退職給付制度
・中小企業退職金共済制度
・北海道民間社会福祉事業職員共済会退職年金制度

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の計算書類(第1号第1様式、第2号第１様式、第3号第1様式)
(2) 事業区分別内訳表(第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)

※当法人では、社会福祉事業以外の事業を実施していないため作成していない。
(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)
(4) 公益事業及び収益事業における拠点区分別内訳表(第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

　　当法人では、公益事業及び収益事業を実施していないため作成していない。
(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

①　法人本部拠点（社会福祉事業）
　ア　「法人運営事業」
　イ　「地域福祉事業」
　ウ　「共同募金配分金事業」
　エ　「たすけあい金庫貸付事業」
②　ホームヘルパーセンター拠点（社会福祉事業）
　ア　「訪問介護事業」

　イ　「障害福祉サービス事業」

③　追分ホームヘルパーセンター拠点（社会福祉事業）

　ア　「追分訪問介護事業」
　イ　「追分障害福祉サービス事業」
　ウ　「移送事業」

６．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等 特別積立金の取崩し
該当なし

８．担保に供している資産
該当なし

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
建物 1,150,200 893,636 256,564
車両運搬具 15,325,327 11,782,117 3,543,210
器具及び備品 3,669,095 3,091,098 577,997
無形固定資産 1,485,000 643,500 841,500

合計 21,629,622 16,410,351 5,219,271

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１２．関連当事者との取引の内容
該当なし

１３．重要な偶発債務
該当なし

１４．重要な後発事象
該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

該当なし
以上
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第1号第4様式

F
A
L
S
E

令和4年度  法人本部拠点区分　資金収支計算書
 　　(自)令和4年4月1日　(至)令和5年3月31日

（単位 円）

大 中 小

会費収入 2,200,000 2,175,450 24,550

会費収入 2,200,000 2,175,450 24,550

寄附金収入 1,100,000 1,207,435 △ 107,435

経常経費寄付金収入 1,100,000 1,207,435 △ 107,435

経常経費補助金収入 26,111,000 26,081,434 29,566

町補助金収入 23,670,000 23,670,000 0

共同募金配分金収入 2,100,000 2,070,210 29,790

一般募金配分金収入 1,137,000 1,137,400 △ 400

歳末たすけあい配分金収入 963,000 932,810 30,190

その他補助金収入 341,000 341,224 △ 224

受託金収入 8,917,000 8,947,867 △ 30,867

町受託金収入 8,000,000 8,000,000 0
生活支援体制整備事業受託金収入 8,000,000 8,000,000 0

道社協受託金収入 917,000 947,867 △ 30,867

生活福祉資金事業受託金収入 857,000 857,867 △ 867
日常生活自立支援事業受託金収入 60,000 90,000 △ 30,000

貸付事業等収入 1,000,000 164,000 836,000

償還金収入 1,000,000 164,000 836,000

事業収入 878,000 755,700 122,300

利用料収入 878,000 755,700 122,300

受取利息配当金収入 3,000 742 2,258

法人運営基金受取利息配当金収入 1,000 294 706

福祉事業振興基金受取利息配当金収入 1,000 418 582

その他受取利息配当金収入 1,000 30 970

その他の収入 15,000 28,420 △ 13,420

雑収入 15,000 28,420 △ 13,420

雑収入 15,000 28,420 △ 13,420

事業活動収入計(1) 40,224,000 39,361,048 862,952

人件費支出 30,681,000 30,534,691 146,309

役員報酬支出 176,000 146,000 30,000

職員給料支出 18,922,000 18,826,003 95,997

職員賞与支出 5,796,000 5,795,376 624

退職給付支出 1,560,000 1,560,000 0

法定福利費支出 4,227,000 4,207,312 19,688

事業費支出 6,607,000 6,435,001 171,999

諸謝金支出 113,000 112,722 278 旅費交通費から13千円流用

旅費交通費支出 192,000 163,740 28,260

研修費支出 436,000 422,008 13,992

修繕費支出 15,000 0 15,000

通信運搬費支出 180,000 158,873 21,127

会議費支出 48,000 31,200 16,800

広報費支出 452,000 451,329 671 研修費から70千円流用

業務委託費支出 3,000 2,500 500 予備費から3千円充用

給食費支出 1,537,000 1,494,387 42,613

保健衛生費支出 10,000 360 9,640

本人支給金支出 2,710,000 2,706,000 4,000

消耗器具備品費支出 460,000 459,428 572 給食費から5千円流用

保険料支出 85,000 67,200 17,800

雑支出 366,000 365,254 746 予備費から15千円充用

事務費支出 2,269,000 1,992,726 276,274

福利厚生費支出 74,000 63,837 10,163

旅費交通費支出 212,000 203,495 8,505

差異
(A)-(B)

備  考
予算現額
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第1号第4様式

F
A
L
S
E

令和4年度  法人本部拠点区分　資金収支計算書
 　　(自)令和4年4月1日　(至)令和5年3月31日

（単位 円）

大 中 小
差異

(A)-(B)
備  考

予算現額
(A)

勘定科目 決算額
(B)

研修研究費支出 66,000 27,812 38,188

事務消耗品費支出 505,000 499,499 5,501

通信運搬費支出 314,000 262,469 51,531

会議費支出 12,000 11,791 209 通信運搬費から2千円流用

手数料支出 152,000 138,423 13,577

保険料支出 220,000 219,042 958 手数料から1千円流用

賃借料支出 27,000 26,933 67

租税公課支出 52,000 51,200 800 手数料から4千円流用

保守料支出 49,000 48,135 865 通信運搬費から6千円流用

渉外費支出 358,000 217,168 140,832

諸会費支出 96,000 91,000 5,000

車輌費支出 132,000 131,922 78 渉外費から21千円流用

貸付事業支出 1,000,000 258,000 742,000

貸付金支出 1,000,000 258,000 742,000

交付金支出 982,000 916,450 65,550

小地域ネット交付金支出 917,000 916,450 550 予備費から67千円流用

ボランティア交付金支出 65,000 0 65,000

助成金支出 1,736,000 1,681,391 54,609

地域活動助成金支出 89,000 89,000 0

ボランティア活動助成金支出 440,000 396,991 43,009

老人福祉活動助成金支出 642,000 630,400 11,600

青少年活動助成金支出 204,000 204,000 0

母子福祉活動助成金支出 160,000 160,000 0

障害者福祉活動助成金支出 201,000 201,000 0

負担金支出 179,000 178,000 1,000

道社協負担金支出 179,000 178,000 1,000

事業活動支出計(2) 43,454,000 41,996,259 1,457,741

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) △ 3,230,000 △ 2,635,211 △ 594,789

施設整備等収入計(4) 0 0 0

固定資産取得支出 110,000 109,780 220

器具及び備品取得支出 110,000 109,780 220

施設整備等支出計(5) 110,000 109,780 220

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) △ 110,000 △ 109,780 △ 220

基金積立資産取崩収入 1,103,000 1,019,795 83,205

法人運営基金積立資産取崩収入 1,103,000 954,795 148,205

福祉事業振興基金積立資産取崩収入 0 65,000 △ 65,000

積立資産取崩収入 3,730,000 3,450,000 280,000
地域福祉事業推進積立金積立資産取崩収入 3,730,000 3,450,000 280,000

その他活動収入計(7) 4,833,000 4,469,795 363,205

基金積立資産積立支出 1,102,000 1,208,147 △ 106,147

法人運営基金積立資産支出 1,000 294 706

福祉事業振興基金積立資産支出 1,101,000 1,207,853 △ 106,853

その他活動による支出 381,000 380,280 720

退職共済預け金支出 381,000 380,280 720 予備費から5千円充用

その他の活動支出計(8) 1,483,000 1,588,427 △ 105,427

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 3,350,000 2,881,368 468,632

予備費(10) 510,000 0 510,000

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 500,000 136,377 △ 636,377

前期末支払資金残高(12) 2,700,000 2,391,042 308,958

当期末支払資金残高(11)+(12) 2,200,000 2,527,419 △ 327,419
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計算書類に対する注記（法人本部拠点区分）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産　　該当なし

（３）引当金の計上基準
・退職給付引当金・・・北海道民間社会福祉事業共済会退職年金規程に定められた額。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
・中小企業退職金共済制度
・北海道民間社会福祉事業職員共済会退職年金制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) 法人拠点の計算書類(第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３（⑪））

　ア　「法人運営事業」
　イ　「地域福祉事業」
　ウ　「共同募金配分金事業」
　エ　「たすけあい金庫貸付事業」

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩））は省略している。

該当なし

該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
建物 583,200 326,638 256,562

車両運搬具 2,545,863 1,169,187 1,376,676
器具及び備品 2,329,298 1,773,609 555,689

合計 5,458,361 3,269,434 2,188,927

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

該当なし
以　上

５. 基本財産の増減の内容及び金額

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

６. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等 特別積立金の取崩し
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第1号第4様式

F
A
L
S
E

令和4年度  ホームヘルパーセンター拠点区分資金収支計算書
 　　(自)令和4年4月1日　(至)令和5年3月31日

（単位 円）

大 中 小

経常経費補助金収入 430,000 510,244 △ 80,244

町補助金収入 0 73,885 △ 73,885

その他補助金収入 430,000 436,359 △ 6,359

事業収入 20,000 23,000 △ 3,000

利用料収入 20,000 23,000 △ 3,000

介護保険事業収入 27,790,000 28,175,570 △ 385,570

居宅介護料収入 21,160,000 21,408,100 △ 248,100

介護報酬収入 18,994,000 19,218,853 △ 224,853

利用者負担金収入 2,166,000 2,189,247 △ 23,247
（一般）　　　1,626,171
（公費）　　　  563,076

介護予防・日常生活支援総合事業収入 6,630,000 6,767,470 △ 137,470

事業収入 5,900,000 5,982,644 △ 82,644

事業負担金収入 730,000 784,826 △ 54,826
（一般）　　　 686,655
（公費）　　　  98,171

障害福祉サービス等事業収入 675,000 313,690 361,310

自立支援給付費収入 675,000 313,690 361,310

介護給付費収入 675,000 313,690 361,310

受取利息配当金収入 0 11 △ 11

その他受取利息配当金収入 0 11 △ 11

その他の収入 0 1,650 △ 1,650

雑収入 0 1,650 △ 1,650

雑収入 0 1,650 △ 1,650

事業活動収入計(1) 28,915,000 29,024,165 △ 109,165

人件費支出 23,677,000 23,047,190 629,810

職員給料支出 7,211,000 7,092,177 118,823

職員賞与支出 1,736,000 1,452,000 284,000

非常勤職員給与支出 11,531,000 11,304,845 226,155

退職給付支出 1,065,000 1,065,000 0

法定福利費支出 2,134,000 2,133,168 832 職員給与から52千円流用

事業費支出 167,000 166,265 735

保健衛生費支出 167,000 166,265 735 予備費から2千円充用

事務費支出 2,927,000 2,844,128 82,872

福利厚生費支出 148,000 147,848 152 職員被服費から14千円流用

職員被服費支出 87,000 84,560 2,440

旅費交通費支出 102,000 102,000 0 研修研究費から57千円流用

研修研究費支出 61,000 54,230 6,770

事務消耗品費支出 232,000 231,569 431

水道光熱費支出 136,000 135,087 913 研修研究費から6千円流用

燃料費支出 4,000 3,280 720 研修研究費から4千円流用

修繕費支出 74,000 73,362 638

通信運搬費支出 135,000 132,150 2,850

業務委託費支出 379,000 378,840 160

手数料支出 66,000 65,685 315 研修研究費から2千円流用

保険料支出 569,000 534,069 34,931

租税公課支出 79,000 78,900 100 研修研究費から3千円流用

保守料支出 23,000 22,275 725 研修研究費から1千円流用

諸会費支出 25,000 25,000 0

車輌費支出 807,000 775,273 31,727

利用者負担軽減額 0 147,771 △ 147,771

事業活動支出計(2) 26,771,000 26,205,354 565,646

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 2,144,000 2,818,811 △ 674,811

施設整備等収入計(4) 0 0 0

施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 0 0 0
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第1号第4様式

F
A
L
S
E

令和4年度  ホームヘルパーセンター拠点区分資金収支計算書
 　　(自)令和4年4月1日　(至)令和5年3月31日

（単位 円）

大 中 小
勘定科目 予算現額

(A)
決算額

(B)
差異

(A)-(B)
備  考

その他活動収入計(7) 0 0 0

拠点区分間繰入金支出 2,000,000 2,000,000 0

その他の活動支出計(8) 2,000,000 2,000,000 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) △ 2,000,000 △ 2,000,000 0

予備費(10) 259,000 0 259,000

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 115,000 818,811 △ 933,811

前期末支払資金残高(12) 7,000,000 6,907,611 92,389

当期末支払資金残高(11)+(12) 6,885,000 7,726,422 △ 841,422
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計算書類に対する注記（ホームヘルパーセンター拠点区分）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産　　該当なし

（３）引当金の計上基準
該当なし

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
・中小企業退職金共済制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) ホームヘルパーセンター拠点の計算書類(第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３（⑪））

　ア　「訪問介護事業」
　イ　「障害福祉サービス事業」

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩））は省略している。

該当なし

該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
建　　　　物 567,000 566,998 2
車両運搬具 6,070,715 6,070,709 6

器具及び備品 1,174,797 1,152,490 22,307
無形固定資産 1,485,000 643,500 841,500

計 9,297,512 8,433,697 863,815

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

該当なし
以　　上

５. 基本財産の増減の内容及び金額

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

６.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等 特別積立金の取崩し
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第1号第4様式

F
A
L
S
E

令和4年度  追分ホームヘルパーセンター拠点区分資金収支計算書
 　　(自)令和4年4月1日　(至)令和5年3月31日

（単位 円）

大 中 小

経常経費補助金収入 494,000 570,624 △ 76,624

町補助金収入 179,000 255,101 △ 76,101

その他補助金収入 315,000 315,523 △ 523

受託金収入 5,814,000 6,413,025 △ 599,025

町受託金収入 5,814,000 6,413,025 △ 599,025

外出支援事業受託金収入 1,689,000 1,802,850 △ 113,850

通院患者移送事業受託金収入 4,125,000 4,603,875 △ 478,875

その他の受託金収入 0 6,300 △ 6,300

事業収入 84,000 31,890 52,110

利用料収入 84,000 31,890 52,110

介護保険事業収入 17,430,000 17,435,230 △ 5,230

居宅介護料収入 12,510,000 12,458,540 51,460

介護報酬収入 11,252,000 11,212,686 39,314

利用者負担金収入 1,258,000 1,245,854 12,146
(一般)　1,186,906
(公費)　　 58,948

介護予防・日常生活支援総合事業収入 4,920,000 4,976,690 △ 56,690

事業収入 4,420,000 4,472,129 △ 52,129

事業負担金収入 500,000 504,561 △ 4,561
(一般)　　　372,649
(公費)　　  131,912

障害福祉サービス等事業収入 2,170,000 2,200,100 △ 30,100

自立支援給付費収入 2,170,000 2,200,100 △ 30,100

介護給付費収入 2,170,000 2,200,100 △ 30,100

その他の収入 0 12,250 △ 12,250

雑収入 0 12,250 △ 12,250

雑収入 0 12,250 △ 12,250

事業活動収入計(1) 25,992,000 26,663,119 △ 671,119

人件費支出 24,938,000 24,627,721 310,279

職員給料支出 3,992,000 3,977,813 14,187

職員賞与支出 1,259,000 1,117,740 141,260

非常勤職員給与支出 16,694,000 16,592,208 101,792

退職給付支出 563,000 555,000 8,000

法定福利費支出 2,430,000 2,384,960 45,040

事業費支出 145,000 107,385 37,615

保健衛生費支出 145,000 107,385 37,615

事務費支出 3,398,000 3,259,664 138,336

福利厚生費支出 78,000 57,255 20,745

職員被服費支出 81,000 80,143 857

旅費交通費支出 45,000 35,465 9,535

研修研究費支出 92,000 84,605 7,395

事務消耗品費支出 130,000 99,956 30,044

水道光熱費支出 336,000 317,656 18,344

燃料費支出 254,000 252,313 1,687

通信運搬費支出 147,000 136,896 10,104

業務委託費支出 99,000 96,800 2,200

手数料支出 100,000 99,845 155 研究研修費から42千円流用

保険料支出 661,000 625,790 35,210

租税公課支出 119,000 118,100 900 事務消耗品費から31千円流用

保守料支出 21,000 21,000 0

車輌費支出 1,234,000 1,233,166 834 事務消耗品費から29千円流用

雑支出 1,000 674 326 事務消耗品費から1千円流用

利用者負担軽減額 0 152,203

事業活動支出計(2) 28,481,000 28,146,973 334,027

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) △ 2,489,000 △ 1,483,854 △ 1,005,146

施設整備等収入計(4) 0 0 0
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第1号第4様式

F
A
L
S
E

令和4年度  追分ホームヘルパーセンター拠点区分資金収支計算書
 　　(自)令和4年4月1日　(至)令和5年3月31日

（単位 円）

大 中 小
勘定科目 予算現額

(A)
決算額

(B)
差異

(A)-(B)
備  考

施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 0 0 0

拠点区分間繰入金収入 2,000,000 2,000,000 0

その他活動収入計(7) 2,000,000 2,000,000 0

その他の活動支出計(8) 0 0 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 2,000,000 2,000,000 0

予備費(10) 164,000 0 164,000

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) △ 653,000 516,146 △ 1,169,146

前期末支払資金残高(12) 7,000,000 6,808,294 191,706

当期末支払資金残高(11)+(12) 6,347,000 7,324,440 △ 977,440
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計算書類に対する注記（追分ホームヘルパーセンター拠点区分）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産　　該当なし

（３）引当金の計上基準
該当なし

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
・中小企業退職金共済制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) 追分ホームヘルパーセンター拠点の計算書類(第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３（⑪））

　ア　「追分訪問介護事業」
　イ　「追分障害福祉サービス事業」
　ウ　「移送事業」

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩））は省略している。

該当なし

該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
車両運搬具 6,708,749 4,542,221 2,166,528

器具及び備品 165,000 164,999 1
計 6,873,749 4,707,220 2,166,529

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らか
にするために必要な事項

該当なし

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

５. 基本財産の増減の内容及び金額

６.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等 特別積立金の取崩し
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令和4年度

社会福祉法人 安平町社会福祉協議会

付属明細書

１．法人全体

　イ 寄附金収益明細書 48

　ロ 補助金事業収益明細書 49

　ハ 事業区分間及び拠点区分繰入金明細書 50

　ニ 基本金明細書 51

２．法人本部拠点区分

　　イ 基本財産及びその他の固定資産の明細書 52

　　ロ 引当金明細書 53

　　ハ 法人本部拠点区分事業活動明細書 54

　　ニ 基金・積立金・積立資産明細書 55

３．ホームヘルパーセンター拠点区分

　　イ 基本財産及びその他の固定資産の明細書 56

　　ロ ホームヘルパーセンター拠点区分事業活動明細書 57

　　ハ 基金・積立金・積立資産明細書 58

４．追分ホームヘルパーセンター拠点区分

　　イ 基本財産及びその他の固定資産の明細書 59

　　ロ ホームヘルパーセンター拠点区分事業活動明細書 60

　　※借入金明細書、国庫補助金等特別積立金明細書、事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
　　　は該当がないため省略

　　※サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書、サービス区分間繰入金明細書は該当がないため省略

　　※引当金明細書、サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書、サービス区分間繰入金明細書は
　　　該当がないため省略

　　※基金・積立金・積立資産明細書、引当金明細書、サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書、
　　　サービス区分間繰入金明細書は該当がないため省略
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寄付金収益明細書
自　令和4年4月1日　至　令和5年3月31日

社会福祉法人 安平町社会福祉協議会

寄付金額の拠点区分ごとの内訳

法人本部 ホームヘルパーセンター

法人の役職員 0件 0 0 0 0

利用者本人 0件 0 0 0 0

利用者家族 2件 130,000 0 130,000 0

取引業者 0件 0 0 0 0

その他 49件 1,077,435 0 1,077,435 0

区分の小計 51件 1,207,435 0 1,207,435 0

なし

区分の小計

なし

区分の小計

なし

区分の小計

なし

区分の小計

合計 51件 1,207,435 0 1,207,435 0

経常

固定

運営

施設

償還

寄付者の属性 区分 寄付金額件数
うち基本金
組入れ額
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基金・積立金・積立資産明細書
（自）令和4年4月1日　（至）令和5年3月31日

社会福祉法人安平町社会福祉協議会 （単位：円）

法人本部拠点区分

区      分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

法人運営基金                                    22,808,060 294 954,795 21,853,559

福祉事業振興基金                                32,298,914 1,207,853 33,506,767

地福推進積立金                                  4,833,148 3,450,000 1,383,148
0 0

計 59,940,122 1,208,147 4,404,795 56,743,474

区      分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

法人基金積立資産
道銀(決)0505944

3,070,800 100 954,795 2,116,105

法人基金積立資産
道銀(定)343621-3

5,000,000 0 0 5,000,000

法人基金積立資産
道銀(定)343621-4

5,000,000 0 0 5,000,000

法人基金積立資産
郵貯遠(普)208841

260 9,737,194 9,737,000 454

法人基金積立資産
郵貯遠(定)208841

9,737,000 9,737,194 9,737,194 9,737,000

福祉振興基金資産
道銀(決)0528731

11,423,854 1,207,435 65,000 12,566,289

福祉振興基金資産
苫信(定)1000000

9,108,603 182 0 9,108,785

福祉振興基金資産
北洋(定)0009044

7,825,170 156 0 7,825,326

福祉振興基金資産
農協(定)26177115

4,006,287 80 0 4,006,367

地福推進積立資産
道銀(決)0537587

4,833,148 0 3,450,000 1,383,148

計 60,005,122 23,943,989 56,743,474

※福祉事業振興基金と積立資産の期首残高差額65,000円は、前年度過誤による積立額の超過のため
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基金・積立金・積立資産明細書
（自）令和4年4月1日　（至）令和5年3月31日

社会福祉法人安平町社会福祉協議会 （単位：円）

ホームヘルパーセンター拠点区分

区      分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

居宅介護事業安定化
積立金

38,011,794 0 38,011,794

居宅介護事業車両購
入等積立金

3,403,741 0 0 3,403,741

計 41,415,535 0 0 41,415,535

区      分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

居安定化積立資産
道銀（決）0558386

38,011,794 0 38,011,794

居宅車両積立資産
道銀(決)0558395

3,403,741 0 3,403,741

計 41,415,535 0 0 41,415,535
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別紙４

財　　産　　目　　録
令和5年3月31日現在

（単位：円）
場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額 

現金預金

現金 現金手許有高 － 小口現金として － － 130,000

現金 現金手許有高 － 両替用資金として － － 150,000

預金 北海道銀行早来支店 － 運転資金として － － 8,237,847

預金 北海道銀行早来支店 － 貸付金事業原資として － － 2,059,000

預金 JAとまこまい広域早来支所 － 運転資金として － － 1,409,799

預金 ゆうちょ銀行早来局 － 運転資金として － － 27,729

預金 郵便振替 運転資金として 969,538

小計 12,983,913

事業未収金

障害福祉サ－ビス報酬 － 2月分・3月分介護報酬 － － 457,990

介護保険事業報酬 － 9月分・10月分・11月分・1月分・2月分・3月分介護報酬等 － － 7,232,667

町受託金 － 町受託金（外出支援事業・通院移送事業） － － 562,488

町助成金 － 町助成金（介護サービス利用者負担軽減事業） 149,986

その他 － 道社協受託金（日常生活自立支援事業）他 － － 63,500

小計 8,466,631

未収金 － 過誤支給給与未回収分 － － 308,000

未収補助金 － 生活困窮者プラットフォーム助成金(道） － － 341,224

立替金 － 雇用保険料被用者負担分立替 － － 214,224

前払金 － 令和5年度分ボランティア保険料他 － － 353,953

22,667,945

定期預金 北海道銀行早来支店 － 法令により定められた額 － － 1,000,000

1,000,000

建物 (ヘルパ－拠点)車庫2台 第2種社会福祉事業である訪問介護事業に使用している 1,150,200 893,636 256,564

車輌運搬具 ニッサンキャラバン他12台 社協事業・訪問介護事業に使用している。 15,325,327 11,782,117 3,543,210

器具及び備品 パソコン7台他16台 － 社協事業・訪問介護事業に使用している。 3,669,095 3,091,098 577,997
訪問介護請求事務システム一式 訪問介護事業に使用している。 1,485,000 643,500 841,500

貸付事業貸付金 貸付金利用者31名 － たすけあい金庫貸付事業貸付金 941,000

退職給付引当資産 道民間福祉事業職員退職共済 － 正規事務職員退職共済として 3,643,740

法人運営基金積立資産 北海道銀行早来支店他 － 法人の施設・車両整備等を目的に寄付金により造成された預金 21,853,559

福祉事業振興基金積立資産 苫小牧信用金庫他 － 地域福祉事業振興等を目的に寄付金により造成された預金 33,506,767

地域福祉推進積立資産 北海道銀行早来支店他 － ヘルパセンタ－余剰金により地域福祉事業振興のため積み立てた預金 1,383,148

居宅介護事業安定化積立資産 北海道銀行早来支店 － 将来の経営状況変化に備えるため積み立てた預金 38,011,794

居宅介護事業車両等購入積立資産北海道銀行早来支店 － 将来の車両等更新費用に備えるため積み立てた預金 3,403,741

107,963,020

108,963,020

131,630,965

事業未払金

役職員人件費 3月分超過勤務手当・役員手当 － 127,193

非常勤職員人件費 3月分非常勤職員賃金 － 2,217,757

業者未払金 3月分未払金 － 686,475

法定福利費 3月分法定福利費 － 812,879

旅費交通費 役員・ボラ・職員交通費 － 144,600

その他 －
小計 3,988,904

町補助金 過支給給与未返還分 308,000

職員預り金

社会保険料 3月分社会保険料 － 270,438

所得税 3月分源泉所得税 － 160,720

住民税 3月分源泉住民税 － 136,600

雇用保険料 雇用保険料 － 225,002

小計 792,760

5,089,664

退職給付引当金 － 3,643,740

3,643,740

8,733,404

122,897,561

固定負債合計

負債合計

差引純資産

固定資産合計

資産合計

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

流動負債合計

　２　固定負債

未返還金

　（２）　その他の固定資産

その他の固定資産合計

貸借対照表科目 

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

流動資産合計

　２　固定資産

　（１）　基本財産

基本財産合計

ソフトウェア
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